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Ⅷ 地域包括ケア推進課 

平成 28 年度から新設された地域包括ケア推進課は、少子高齢化が進む中で、高齢者が重度

な要介護状態や認知症になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続け

ることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域

包括ケアシステム）の構築に向け、都道府県を通じた市町村支援業務に取り組んでいます。 

 

○ 根拠通知 「平成 28年度における地域包括ケア推進課が行う老健局関係の業務について 

（通知）」平成 28年４月１日付け老発 0401第 10号（老健局長通知） 

 

 

１ 東北厚生局地域包括ケア推進本部の設置・運営 

（１）概要 

   局による効率的な業務を実施するため、局内の関係課等で組織する東北厚生局地域包括ケア

推進本部を設置するとともに、課の業務方針や進捗状況等を意見交換・情報共有する会議を開

催しています。 

（２）実績 

平成28年度は、４月、５月、９月、12月、２月の５回を開催しました。 

 

２ 東北厚生局地域包括ケア推進意見交換会の設置・運営 

（１） 概要 

管内の県及び市町村における地域包括ケアシステム構築に関する取組の支援を目的に、県と

の意見交換を行う場を設置するとともに、各県における市町村が行う地域支援事業の支援方策

等について、意見交換・情報共有を行う会議を開催しています。 

（２） 実績 

平成28年度は、５月、２月に開催しました。 

 

３ 認知症施策に関する道・県ブロック会議 

（１）概要 

   北海道厚生局との共催で、北海道及び管内各県の認知症施策に係る担当者の参加のもと、認

知症施策の推進について意見交換・情報共有を行う会議を開催しています。 

（２）実績 

平成28年度は、７月に開催しました。 

 

４ 総合事業等に関するセミナー等の開催 

（１）概要 

   管内市町村が地域包括ケアシステムの構築を推進するに当たり、総合事業等の円滑な実施と

事業内容の充実に資するため、総合事業等に関するセミナーを開催しています。 

（２）実績 

平成28年度は、総合事業及び生活支援体制整備事業の取組事例発表会を９月と10月（88市町 

村、154名参加）、生活支援体制整備事業に係るセミナーを２月（34市町村、53名参加）に開催 

しました。 
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５ 総合事業等に関する管内市町村の取組状況の把握 

（１）概要 

   管内各県から収集した情報等をもとに、総合事業等を実施する市町村を訪問し、取組状況を 

把握するとともに、その一部を整理して老健局（厚生労働本省）の担当課室に情報提供してい

ます。 

（２）実績 

平成28年度は、管内31市町村に訪問するとともに23市町村の取組状況を老健局の関係課室に

情報提供しました。 

 

６ 地域包括ケアシステムに係る講演依頼等への対応 

（１）概要 

   地域包括ケアシステムの構築や認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の普及・啓発

に資することを目的に、管内各県及び関係団体等が主催する会議・研修会等に講演者やパネラ

ーとして参加しています。 

（２）実績 

平成28年度は、９つの会議・研修会に講演者やパネラーとして参加しました。 

 


